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専修学校の概要①

制度の創設 昭和51年1月11日

目的
職業若しくは実際生活に必要な能力を育成し、又は教養の向上を図る。
（学校教育法第１２４条）

課程

専修学校には、次のとおり３種類の課程がある。

・ 高等過程（中卒者対象）：高等専修学校
・ 専門課程（高卒者対象）：専門学校
・ 一般課程（学歴不問）

設置基準
・ 修業年限１年以上
・ 授業時数800単位時間以上
・ 教育を受ける者が常時40人以上 等

１．制度の概要

２．学校数
設置者区分 総計

国立 公立 私立

学校数 3,049校

(100.0%)

8校

(0.3%)

182校

(6.0%)

2,859校

(93.8%)

高等課程 394校 1校 6校 387校

専門課程 2,718校 8校 179校 2,531校

一般課程 143校 - 1校 137校

出典：令和４年度学校基本統計（速報）
※ 括弧内は専修学校全体に対しての百分率を示す。

※※ 一つの学校において複数種の課程を設定している場合があるため、学校数と各課程数の合計は一致しない。
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専修学校の概要②

３．生徒数
設置者区分 総計

国立 公立 私立

生徒数 635,568人

(100.0%)

276人

(0.04%)

22,386人

(3.5%)

612,906人

(96.4%)

高等課程 33,634人 3人 379人 33,252人

専門課程 581,516人 273人 22,002人 559,241人

一般課程 20,418人 0人 5人 20,413人

出典：令和４年度学校基本統計（速報）
※ 括弧内は専修学校全体に対しての百分率を示す。

４．教員数（本務者）
設置者区分 総計

国立 公立 私立

教員数 39,974人

(100.0%)

83人

(0.2%)

2,649人

(6.6%)

37,242人

(93.2%)

高等課程 2,475人 4人 49人 2,422人

専門課程 36,444人 79人 2,599人 33,766人

一般課程 1,055人 0人 1人 1,054人
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専修学校の学校規模別学校数

専修学校は生徒数200人以下が約7割を占め、他の学校種と比べ小規模な学校が多い。

計
0～
100人

101～
500人

501～
1,000人

1,001～
5,000人

5,000～
10,000人

10,001人
～

大学 学校数 803校 21校 108校 129校 374校 110校 61校

割合 100.0% 2.6% 13.4% 16.1% 46.6% 13.7% 7.6%

計
0～
200人

201～
400人

401～
600人

601～
800人

801～
1,000人

1,001人
～

専修学校 学校数 3,083校 2,009校 654校 222校 98校 50校 50校

割合 100.0% 65.2% 21.2% 7.2% 3.2% 1.6% 1.6%

計
0～
200人

201～
400人

401～
600人

601～
800人

801～
1,000人

1,001人
～

高等学校 学校数 5,319校 1,131校 727校 1,087校 981校 835校 558校

割合 100.0% 21.3% 13.7% 20.4% 18.4% 15.7% 10.5%

計
0～
200人

201～
400人

401～
600人

601～
1,000人

1,001人
～

短期大学 学校数 315校 103校 121校 62校 25校 4校

割合 100.0% 32.7% 38.4% 19.7% 7.9% 1.3%

出典：文部科学省「令和3年度学校基本統計」

※ 高等学校については、全日制・定時制の生徒数、短期大学・大学については本科のほかに専攻科・別科等も含めた学生数に基づき算出。ただし、通信による教育を受ける学生は除いている。
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専修学校の学校数の推移（設置者別・課程別）

※一つの学校において複数種の課程を設置している場合があるため、「計」と各課程数の合計は一致しない。

専修学校の学校数の推移

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

計 3,435 3,401 3,348 3,311 3,266 3,249 3,216 3,206 3,201 3,183 3,172 3,160 3,137 3,115 3,083

国立 11 11 11 10 10 10 10 10 9 9 9 9 9 9 8

公立 206 206 204 203 200 199 196 195 193 189 188 189 187 187 186

私立 3,218 3,184 3,133 3,098 3,056 3,040 3,010 3,001 2,999 2,985 2,975 2,962 2,941 2,919 2,889

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

国公私別学校数の推移

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

計 3,733 3,669 3,617 3,591 3,484 3,489 3,424 3,429 3,429 3,398 3,387 3,367 3,359 3,326 3,289

高等課程 524 503 494 488 459 452 443 437 431 424 418 412 408 404 397

専門課程 2,995 2,968 2,927 2,904 2,837 2,847 2,811 2,814 2,823 2,817 2,822 2,805 2,805 2,779 2,754

一般課程 214 198 196 199 188 190 170 178 175 157 147 150 146 143 138

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

課程別学校数の推移

『学校基本統計』
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専修学校の入学者数・生徒数の推移（課程別）
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専門学校含む高等教育機関進学率

80.6%
81.5%

82.8%
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57.3% 57.9%
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22.7% 23.8% 24.0%
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１８歳人口 高等教育機関進学率 大学(学部)・短大(本科)

進学率

大学(学部)進学率 短期大学進学率 専門学校進学率 高等専門学校４年

進学率



10

11

9

専修学校の分野別・課程別生徒数

工業 農業 医療 衛生
教育・

社会福祉
商業実務 服飾・家政 文化・教養

合計 105,129人

(15.9%)

4,929人

(0.7%)

191,214人

(28.9%)

76,441人

(11.5%)

32,988人

(5.0%)

79,325人

(12.0%)

18,399人

(2.8%)

153,710人

(23.2%)

高等
課程

4,573人

(13.4%)

81人

(0.2%)

7,974人

(23.4%)

4,690人

(13.8%)

950人

(2.8%)

7,781人

(22.8%)

2,308人

(6.8%)

5,720人

(16.8%)

専門
課程

100,539人

(16.6%)

4,848人

(0.8%)

183,240人

(30.2%)

71,567人

(11.8%)

32,038人

(5.3%)

71,482人

(11.8%)

15,954人

(2.6%)

127,361人

(21.0%)

一般
課程

17人

(0.1%)

0人

(0.0%)

0人

(0.0%)

184人

(0.9%)

0人

(0.0%)

62人

(0.3%)

137人

(0.7%)

20,629人

(98.1%)

出典：令和３年度学校基本統計
※ 括弧内は専修学校全体に対しての百分率を示す。
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分野別生徒数の推移

分野区分 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19

工業（自動車整備、情報処理など） 192,203 171,570 159,012 156,203 155,167 145,581 133,921 130,207 126,112 122,883 122,810 118,963 111,882 101,957 90,707

農業（農業、園芸など） 2,427 2,852 2,959 2,765 2,711 2,735 3,682 3,458 3,298 3,370 2,333 2,402 2,705 3,096 3,393

医療（看護、歯科衛生など） 140,238 150,300 159,360 165,954 166,411 171,006 171,386 175,913 179,719 185,899 192,990 201,403 207,754 208,523 203,249

衛生（理美容、調理など） 37,215 43,130 46,603 49,197 49,907 48,680 63,732 67,908 71,712 76,882 82,493 85,946 86,730 84,804 80,747

教育・社会福祉（保母養成、介護福祉など） 35,028 40,197 45,174 50,903 54,890 54,664 56,715 60,864 62,645 62,419 64,664 67,573 67,564 61,790 52,124

商業実務（商業、経理など） 151,663 140,465 124,083 110,581 98,419 85,878 76,287 67,662 67,641 69,745 72,283 71,691 70,930 65,659 61,781

服飾・家政（家政、和洋裁など） 37,889 35,685 33,115 31,393 30,890 31,247 33,360 33,512 32,495 30,352 29,254 27,192 25,333 23,067 21,568

文化・教養（デザイン、音楽など） 104,986 100,591 94,256 92,061 93,677 94,588 96,286 97,784 99,271 108,230 118,523 122,042 122,710 118,292 113,828

合　　計 701,649 684,790 664,562 659,057 652,072 634,379 635,369 637,308 642,893 659,780 685,350 697,212 695,608 667,188 627,397

分野区分 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 Ｒ2 Ｒ3

工業（自動車整備、情報処理など） 82,572 76,420 75,570 76,831 75,381 76,088 76,934 77,482 78,660 81,127 85,184 89,575 95,593 100,539

農業（農業、園芸など） 3,498 3,667 4,390 4,926 4,928 4,906 4,971 4,991 5,081 5,027 5,046 4,843 4,743 4,848

医療（看護、歯科衛生など） 196,980 192,616 194,439 197,381 202,023 204,919 204,320 202,723 200,080 197,357 190,539 186,437 183,236 183,240

衛生（理美容、調理など） 72,789 66,836 70,048 72,393 73,745 75,356 75,006 73,396 72,259 70,528 68,796 67,431 68,222 71,567

教育・社会福祉（保母養成、介護福祉など） 40,378 34,438 38,101 41,073 40,314 41,996 41,506 39,632 36,619 34,027 31,931 31,394 31,069 32,038

商業実務（商業、経理など） 57,558 55,009 58,248 60,710 59,593 58,506 58,249 61,333 64,541 65,431 66,628 74,585 75,298 71,482

服飾・家政（家政、和洋裁など） 20,963 18,910 17,420 16,161 16,475 16,074 15,204 14,792 15,038 15,753 16,053 16,049 16,545 15,954

文化・教養（デザイン、音楽など） 108,126 104,815 106,424 104,677 105,660 109,485 112,698 113,834 116,772 118,973 124,138 127,556 129,709 127,361

合　　計 582,864 552,711 564,640 574,152 578,119 587,330 588,888 588,183 589,050 588,223 588,315 597,870 604,415 607,029

　　　《出典：学校基本統計》
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専修学校の分野

８つの分野に渡り、専門的な知識、技術、国家資格を含む多様な資格が取得可能
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専門学校における分野別単位制学科割合

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

工業

農業

医療

衛生

教育・社会福祉

商業実務

服飾・家政

文化・教養

専門学校における学科のうち約４分の１において単位制を導入

26.4%

12.4%

58.3%

41.4%

26.7%

30.4%

17.1%

21.6%

23.7%

出典：文部科学省 「令和3年度学校基本調査」

単位制
による学科

単位制
以外の学科
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専修学校（日本の学校体系における位置づけ）

幼 稚 園

小 学 校

高 等 学 校高等専修学校
（専修学校高等課程）

（34,075人）

専門学校
（専修学校専門課程）

（604,415人）

※人数は「令和３年度学校基本統計」より

短 期 大 学
大 学

25

24

23

22
各種学校

専修学校
一般課程

（22,684人）

高
等
専
門
学
校

入学資格特になし

（年齢）

大 学 院

○高等学校等への進学率は98.9％ （2021年度）
○18歳人口に占める高等教育機関への進学率

大学54.9％、短期大学4.0％、専門学校24.0％ （2021年度）

※高等学校等への進学率とは、中学校卒業者及び中等教育学校前期課程修了者のうち、高等学校・中等教育学校後期課程・特別支援学校高等部の本科・別科及び高等専門学校への進学者の比率

中 学 校

中
等
教
育
学
校

後期
課程

前期
課程

特
別
支
援
学
校

義
務
教
育
学
校

後期
課程

前期
課程

幼保連携型認定こども園(3歳以上)
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専修学校の設置認可基準（概要）

区分 基準内容

目的 職業若しくは実際生活に必要な能力を育成し、又は教養の向上を図ることを目的として次の
各号に該当する組織的な教育を行うこと

設置者 専修学校を経営するために必要な経済的基礎を有すること 等

入学資格 専門課程、高等課程、一般課程の別による。

修業年限 １年以上

卒業所要授業時間 昼間学科：年間８００時間以上、夜間学科：年間４５０時間以上

教育内容 専門課程、高等課程、一般課程の別による。

生徒数 教育を受ける者が常時４０人以上であること。
（同時に授業を行う生徒数は、原則として４０人以下）

教員資格 専門課程、高等課程、一般課程の別による。

教員数 専門課程、高等課程、一般課程及び分野の別による。

校舎の面積 専門課程、高等課程、一般課程及び分野の別による。

施設・設備等 専修学校の校舎には、目的、生徒数又は課程に応じ、教室（講義室、演習室、実習室等と
する。）、教員室、事務室その他必要な附帯施設を備えなければならない等

教材 規定なし

所轄庁 都道府県

※ 上記は、専修学校の設置認可基準のうち、主なものの概要を記載している。

（昭和５１年文部省令第２号）
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各種学校の設置認可基準（概要）

区分 基準内容

目的 学校教育に類する教育を行うこと

設置者 制限なし

入学資格 制限なし

修業年限 １年以上（但し、簡易な技術、技芸等の課程は３ヶ月以上１年未満）

卒業所要授業時間 原則年間６８０時間以上

教育内容 規定なし

生徒数 教員数、施設及び設備その他の条件を考慮して適当な数を定める。
（同時に授業を行う生徒数は、原則として４０人以下）

教員資格 担当する教科に関して専門的知識、技術、技能等を有する者

教員数 ３人以上

校舎の面積 115.70㎡以上、かつ、同時に授業を行う生徒１人当たり2.31㎡以上（特別な事情があり、か
つ教育上支障がない場合はこの限りではない。）

施設・設備等 教育の目的を実現するために必要な校地、校舎、校具その他の施設及び設備を備えなければ
ならない。

教材 規定なし

所轄庁 都道府県

※ 上記は、各種学校の設置認可基準のうち、主なものの概要を記載している。

（昭和３１年文部省令第３１号）
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準学校法人の設置認可基準（概要）

区分 基準内容

目的 私立専修学校・各種学校の設置

機関 役員 役員には、各役員につき、その配偶者又は３親等以内の親族が１人を超えて含まれてはならない。

理事（会） 職務：業務の執行機関（法人を代表とする）
定数：５人以上（ただし、７人以上を適当とする）
選任：設置する学校の校長等

監事 職務：財産・業務執行状況の監査機関
定数：２人以上
（兼職禁止：理事・教職員を兼ねてはならない）

評議員（会） 職務：理事長の諮問機関
定数：理事定数の２倍を超える数
選任：寄付行為の規定により選任された者

資産 基本財産 原則、自己所有（負担付でないこと。ただし、特段の事情があり、かつ、教育上支障のないことが
確実と認められる場合には、この限りではない）

施設・設備 校地 校舎敷地、屋外運動場、実験実習地等

校舎 普通教室、実習室、職員室、図書室等（教員室、事務室、保健室他）

設備 教具（機械、器具、模型等）、学具（机、腰掛等）

運用財産 毎年度の計支出に対し、授業料・入学金の経常的収入その他の収入で収支の均衡を保てること

昭和２５年文部次官通達
昭和３５年文部省管理局長通達
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専修学校に関するこれまでの主な制度改正等の概要

修
了
者
の
学
習
成

果
の
評
価

大
学
・
大

学
院
と
の

接
続

教
育
の
質
の

向
上

学
校
間
に
お
け

る
学
修
の
相
互

評
価

助
成
・
税
制

【平成10年】
[専門課程･2年以上等]
大学編入学資格の付与

【平成17年】
[専門課程･４年以上等]
大学院入学資格の付与

【平成3年】
大学等にお
ける専門学
校教育の単
位認定

【平成5年】
高校におけ
る専修学校
教育の単位
認定

【昭和58年】
学校法人・準学校
法人への施設整
備費創設

【昭和60年】
専修学校補助
等に関する地
方交付税措置

【平成22年】
高等課程生徒に
対する「高等学
校等就学支援
金」の支給

【平成11年】
専修学校におけ
る大学等の学修
の履修認定に係
る範囲拡大
［1/4→1/2］

【平成16年】
財務情報の公
開の義務化

【平成24年】
単位制・通信
制の制度化

【平成19年】
自己評価の義
務化等・学校関
係者評価の努
力義務化

【平成24年】
専修学校が授業科目の履
修とみなすことができる学
習の範囲の拡大（高等学
校専攻科、職業訓練等）

【平成25年】
高等専修学校の授業料減免措置
に関する地方交付税措置を開始

JASSO奨学金事業の対象拡大

（専門学校の修業年限２年未満の
課程も新たに対象化）

【昭和41年】
勤労学生控除制度創設

【平成18年】
勤労学生控除
制度の対象者
拡大

【昭和55年】
日本育英会奨
学金事業の対
象化

【昭和60年】
[高等課程･3年以上]
大学入学資格の付与

【平成14年】
情報の積極的
提供の義務化
自己点検・評価等
の努力義務化

【平成7年】
「専門士」の称号付与
専門課程・２年以上、試験等
に基づく課程修了の認定等

【平成17年】
「高度専門士」の称号付与
専門課程･４年以上、試験等に基づく課
程修了の認定等

専
修
学
校
制
度
の
施
行

昭和51年
制度発足

【平成25年】
「職業実践
専門課程」
制度創設

「専修学校に
おける学校評
価ガイドライ
ン」の策定

昭和57年
私立学校振興助成法改正

平成18年
教育基本法改正

令和４年６月現在

【平成29年】
「これからの
専修学校教
育の振興の
あり方につい
て（報告）」

【平成9年】
準学校法人の設
備整備費補助対
象化

【平成23年】
学校法人・準学
校法人等に対す
る個人からの寄
付の税額控除
の導入（平成27
年及び平成28
年に要件緩和）

【平成29年】
給付型奨学金
（平成３０年から本格実施）

ＪＳＣ災害共済給付制度の
高等課程対象化

【平成30年】
「キャリア形
成促進プロ
グラム」制度
創設

【令和2年4月】
高等教育の修学
支援新制度

【令和4年4月】
職業実践専門課程
認定校に対する特
別交付税措置

【令和4年】
専修学校が授業科目
の履修とみなすことが
できる学習の範囲の
拡大（特別の課程履
修の単位認定）
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● 都道府県別の状況
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都道府県別高校新卒者の進学率
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(%)

（計算式） 直ちに大学 or 短大 or 専門学校に進学した者

高等学校卒業者＋中等教育学校後期課程修了者

出典：令和３年度学校基本統計
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地域別専修学校数と生徒数
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都道府県別専門学校進学率の変化
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高等学校（全日制・定時制）卒業後の進学率
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高等学校（全日制・定時制）卒業後の進学率

【平成20年度：15.3％】

【令和3年度：17.3％】
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全国の専門学校生・大学生のうち首都圏・近畿圏に在学する者の割合

33.1%

17.0%

49.9%
40.5%

18.5%

40.9%

専門学校は、大学に比較して、なお地方の教育資源としての性格をより強く残している。

首都圏
（東京都、埼玉県、

千葉県、神奈川県）

近畿圏
（大阪府、京都府、

    兵庫県）

その他の

地域その他の

地域

首都圏
（東京都、埼玉県、

千葉県、神奈川県）

近畿圏
（大阪府、京都府、

    兵庫県）

出典：文部科学省 「令和3年度学校基本統計」

専門学校 大学（学部）

N=607,029 (人) N=2,625,688 (人)
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専門学校・大学卒業者における地元就職の状況
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北海道 青森県 岩手県 宮城県 山形県 福島県 新潟県 石川県 福井県 山梨県 鳥取県 山口県 香川県 高知県 沖縄県

県内の【大学】を卒業し、就職した者のうち県内企業へ就職（内定）した者の割合

県内の【専門学校】を卒業し、就職した者のうち県内企業へ就職（内定）した者の割合

令和4年3月卒業者の状況
文部科学省専修学校教育振興室調べ（各県の労働局発表の就職内定状況調査より作成）

23
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● 職業実践専門課程

24
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学校
・企業等と連携して教育課程の編成や実習等を行うことで、業界ニー
ズの把握や、養成する人材像を明確化でき、より実践的な職業教育
を行うことができる。

・学校関係者による学校評価により、教育活動や学校運営の改善点が
明確になる。

・「職業実践専門課程」という枠組みを通じ、教員や高校生、保護者
等に対して、学校の強みを積極的にアピールできる。

企業
・派遣社員のスキルアップやモチベーション向上。
・生徒の感性や発想を商品開発や現場の改善に活かせる。

生徒
・企業等のニーズを反映したカリキュラムを学べる。
・実習等により現場の生の声を聞き、具体的に働くイメージが持てる。
・教育訓練給付金を受けることができる。（社会人）

連携・協力

・教育課程の編成
・実習・演習等
・教職員研修
・学校評価

企業等 学校

職業実践専門課程とは

認定数 1,083校 3,154学科（令和4年3月時点）

25

職業実践専門課程について

専門学校のうち、企業等と密接に連携して、最新の実務の知識・技術・技能を育成する実践的かつ専門的な職業教育に取り組む学科を
「職業実践専門課程」として文部科学大臣が認定する制度

認定要件

実習の状況

認定を受けるメリット

企業等と連携のある実習等

26.4% (632時間)

その他（企業等連携のない実習、講義等）

73.6% (1,762時間)

※ 全分野における必修時間数の平均値より算出

出典：平成29年度「職業実践専門課程」の実態等に関する調査研究
（三菱総合研究所）

⚫ 専門士※又は高度専門士※※の認定課程

⚫ 企業等と連携体制を確保して、授業科目等の教育課程を編成

⚫ 企業等と連携して、演習・実習等を実施

⚫ 企業等と連携して、教員に対し、実務に関する研修を組織的に実施

⚫ 企業等と連携して学校関係者評価と情報公開を実施

※専門士の認定要件：①修業年限が２年以上、②総授業時数が1,700単位時間（62単位）以上、
③試験等により成績評価を行い，その評価に基づいて課程修了を認定

※※高度専門士の認定要件：①修業年限が4年以上、②総授業時数が3,400単位時間（124 単位）
以上、③体系的に教育課程を編成、④試験等により成績評価を行い，その評価に基づいて課程修了を
認定
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26

職業実践専門課程における認定校数・認定学科数の推移

認定学科総数（学科）

認定学校総数（校）

認定学科数

（学科）

認定
学校数
（校）

二年制以上の

全7,133学科のうち

44.2％を認定

全2,754校のうち

39.3％を認定
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27

職業実践専門課程等が認定されている学科の割合

修業年限２年以上の専門課程

うち

修業年限４年以上の専門課程

うち

職業実践専
門課程認定

うち

専門士認定
うち

職業実践専
門課程認定

うち

高度専門士
認定

学科数
（総学科数に
占める割合）

7,446学科

(100%)
3,148学科

(42%)
6,812学科

(91%)
538学科

(100%)
472学科

(88%)
480学科

(89%)

※ 令和３年３月時点。

※※ 上記の他、大学の編入学は、専修学校の専門課程（修業年限２年以上、総授業時数が1,700単位時間（62単位）以上の課程）を

修了した者が認められ、各大学の学長が入学を許可する。
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職業実践専門課程認定校への都道府県補助について

・１９都府県で職業実践専門課程認定校への補助を実施。(※令和3年度。実施府県は下図のとおり。)

・職業実践専門課程が制度化（平成２６年度）された翌年度以降、毎年度、同課程認定校に対する独自の補助制度を有する自治

体が増加。

・職業実践専門課程認定校に係る追加的な経費への都道府県補助について、令和４年度から特別交付税措置。

参考：職業実践専門課程の認定状況
（令和４年３月２５日時点）

・学校数：１，０８３校 (３９．３％)
・学科数：３，１５４学科(４４．２％)

※合計欄の（ ）内の数字は全専門学校
数（2,754校）、修業年限２年以上の全学
科数（7,133学科）に占める割合。

職業実践専門課程認定校への都道府県補助について

職業実践専門課程について

専門学校のうち、特に企業等との連携体制を構築し、実務の最新知識・技術・技能を身につけられるよう、
より実践的な職業教育に取り組んでいる学科について、平成２６年度より文部科学大臣が「職業実践専門課程」として認定。

（山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、東京都、神奈川県、
富山県、長野県、岐阜県、愛知県、兵庫県、奈良県、鳥取県、島根県、
岡山県、広島県、香川県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、沖縄県）

職業実践専門課程認定校への
補助を行っている都道府県数

（令和４年６月時点）

令和３年度：19都府県

令和４年度：24都県 図：職業実践専門課程認定校への補助を行っている自治体（令和4年6月時点）
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今後の専門学校における職業実践専門課程制度の充実に向けて（とりまとめ）（概要）

職業実践専門課程は、専門学校のうち、企業等と密接に連携して実践的な職業教育に取り組む学科を文部科学大臣が認定する制度
として平成25年度に創設され、教育内容に対する学生・生徒の満足度向上、知識や技術に対する教職員の理解や指導力の向上、職業
教育の可視化等に寄与。一方で、一層の認知度向上や個々の取組の充実を図りながら、更なる普及を図っていくことが課題。

個別企業の人材ニーズのみならず、業界全体
や地域において必要とされる人材像の明確化
が重要

①教育課程編成委員会
知見のある企業等委員の参画、企業等委
員の意見が適切に教育課程に反映されるこ
とが必要

②実習・演習等
企業等との連携の在り方について具体的な
要件の明確化、企業等と連携した学修成果
の評価が重要

③教職員研修等
実務に関する知識・技能の修得・向上、指
導力向上など事務職員を含む組織的な研
修体制の構築、実務家教員の配置の在り
方の検討が必要

① 学修成果の可視化
企業等で必要とされている人材育成成果の
客観的な明示、学修ポートフォリオの活用、
卒業生の修得能力の把握等が重要。

② 学校評価
評価の結果を踏まえた教育活動と学校運
営の改善が重要。更なる充実のため、職業
教育における第三者評価の仕組みも参考に
した検討が必要

③ 情報公開
教育の質保証・向上や関係業界との連携
促進等に資するため、優良事例を活用しつ
つ更なる情報公開を図る

組織的な教職員体制の構築、研修の充実とともに
各教員の授業改善とフィードバックを継続的に行う
こと等を通じてPDCAサイクルを回し、職業教育の
マネジメントを効果的に発揮する必要

・ 実施要項の見直し又はガイドライン等の作成に
よる職業実践専門課程の認定要件明確化

・ 職業実践専門課程のフォローアップ手法の見直
しを通じた更なる質の向上

・ 職業実践専門課程認定校における更なる高度
化等の取組支援

・ 高専連携の取組等を通じた都道府県や企業の
理解促進

・ 都道府県関係部局における更なる連携促進

・ 中期計画の策定を通じた経営基盤の強化
・ 遠隔授業を効果的に実施するための在り方の検討
・ 専修学校におけるリカレント教育の充実 等

（１）学修目標の具体化

（２）教育課程の編成・実施

（３）学修成果の可視化、学校評価
       及び情報公開

１．職業実践専門課程制度の経緯等

（５）PDCAサイクルを支える基盤

（６）職業実践専門課程充実に向けた
       具体的方策

２．職業実践専門課程の充実方策

３．更なる検討が必要な事項

職業実践専門課程の認定要件として専門士
の認定を受けていることを求めることを検討

（４）専門士との連携

29
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事 項 具体的内容 Ｒ４～

専修学校の専
門課程におけ
る職業実践専
門課程の認定
に関する規程
（大臣告示）
及び実施要項
（局長決定）
の見直し

今後の専門学校における職業実践専門課程制度の充実に向けて（とりまとめ）
を踏まえたアウトプット（イメージ）

教育課程の編成・実施
〇教育課程編成委員会のあ
り方
〇実習、演習等のあり方
〇教職員研修等のあり方

学修目標の具体化
育成人材像の明確化

個別企業のみならず、業界全体の状況を勘案

〇教育課程編成委員会
企業等委員の確保、効果的な教育課程編成委員

会の運営方法の明示

〇実習・演習等
企業等との連携に関する要件の明確化、生徒の

学習成果に関する効果的な評価

〇教職員研修等
実務に関する知識・技術等の修得、向上や生徒

指導力向上のための組織的な研修の充実、実務家
教員等の配置の在り方検討

学修成果の可視化
企業等で必要とされる人材育成成果を客観的に
明示、学修ポートフォリオの活用、卒業生の修
得能力の把握や学校に対する満足度調査等

学校評価 学校関係者評価の実施を基本としつつ、職業教
育における第三者評価の活用も検討

情報公開 更に公開が求められる内容や公開手法、公開時
期等について明示

職業教育マネジメントにおけ
る事例収集・分析等

職業実践専門課程の質保証・向
上のための実態調査

関連委託事業
も活用した見
直し内容の詳
細検討

学校評価の充実等を目的とした資格枠組の共有化・職業分野別
展開とその用性の検証

実践的職業教育における第三者評価機関等の確立に向けた定義、
要件等に関する提言

全学的な職業教育マネジメント確立のために必要な専門スタッ
フ育成と情報公開の促進体制の整備（再掲）

体系的な教職員研修プログラムの
実用化に向けた開発・普及・展開

全学的な職業教育マネジメント確
立のために必要な専門スタッフ育
成と情報公開の促進体制の整備

専修学校教育の質保証・向上を進
めるために必要な教職員研修プロ
グラム開発

職業実践専門課程の充実に向けた自己点検・評価システムの検
証と質保証・向上のための取組

職業実践専門課程版ポートレートの構築

30
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項 目 現状・課題
とりまとめ
該当箇所 対応方策 対応案

情報公開 各種データを比較可能な形
で公開していくことが必要

3.(3)③
4ポツ

委託事業（職実
ポートレート）

様式４について、職業実践専門課程ポートレー
トへの掲載を促進、比較可能な形で公開
→ 職業実践専門課程ポートレート事業におい

て方策を検討中

専門士との
連携

修業年限2年以上の専門課
程のうち9割以上の学科で専
門士の認定がなされているが、
職業実践専門課程との連
携はない
（専門士要件）
①修業年限２年以上
②総授業時数1,700時間（62単

位）以上
③試験等により成績評価を行い、

その評価に基づいて課程修了
の認定を行っていること

⇒短大卒業者と同等以上の学力
があると認められる

3.(4) 大臣告示改正 職業実践専門課程の質の充実、関連制度との
連携を図るため、職業実践専門課程の認定要
件として「専門士」の認定を受けていることを求め
る
→ 7/28付関係告示改正済

フォローアップ
手法の見直
し

職業実践専門課程のフォ
ローアップ手法について見直
しを行い、更なる質の向上に
つなげていく。

3.(6)

2ポツ
委託事業（職実
実態調査）

・R4年度は実施しない。
・委託事業においてフォローアップの在り方を検討
→ 他事例を参考にしつつ引き続きあり方を検

討

「今後の専門学校における職業実践専門課程制度
の充実に向けて（とりまとめ）」の対応状況（例）

31
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専門課程入学者における社会人及び大卒者割合の推移

4.1%

3.9%

3.6%

3.4%

3.1%

2.8%

3.2%

4.6%
4.5%

4.2%

3.9%

3.7%
3.5%

3.7%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

4.0%

4.5%

5.0%

H27(2015) H28(2016) H29(2017) H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021)

社会人割合

大卒者割合

出典：文部科学省「学校基本統計」
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専修学校設置基準等の一部を改正する省令について

〇改正の趣旨
中央教育審議会「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）」においては、高等教育機関におけ

る多様で柔軟な教育研究体制の構築が提言され、具体的な方策として多様な学生を受け入れるためのリカレント
教育の推進が挙げられたところである。
この提言を踏まえ、専修学校における大学等との連携強化、リカレント教育の促進を図るため、履修証明プロ

グラムに関して専修学校設置基準等の関係省令及び関係告示について、所要の改正を図る。

〇改正の主な内容
＜履修証明プログラムの履修を専修学校における授業科目の履修とみなすこと＞
・専修学校設置基準を改正し、専修学校が編成する履修証明プログラム（学校教育法第133 条において準用す
る同法第105 条に規定する専門課程を置く専修学校が編成する特別の課程をいう。以下同じ。）に係る学修に
ついて専修学校における正課の授業科目の履修とみなすことができるものとする。
・専修学校設置基準第11条第１項及び第３項の規定により専修学校における授業科目の履修とみなすことがで
きるものとして文部科学大臣が定める学修に、大学、高等専門学校又は専修学校が編成する履修証明プログラ
ムにおける学修を追加する。
・履修証明プログラムの履修による単位の授与の有無等を学校教育法施行規則第189条において準用する同令第
164条第5項の規定により専修学校が公表すべき事項として追加する。

＜高等課程の単位制による学科における入学前の学修について、当該学科の課程修了に必要な単位数の２分の１
を超えて単位認定ができること等＞
・高等課程の単位制による学科における入学前の学修について、単位制高等学校と同様に、課程修了に必要な単
位数の２分の１を超えることができることを制度上適切に位置付けるため、専修学校設置基準第28条及び第38
条の読替規定の改正等を行う。

※本改正は、国家資格の受験資格等に関わる他省庁等に指定された養成施設等における教育課程にも適用される。

〇公布・施行日
令和４年６月20日
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専門学校における社会人の学び直しの推進

「キャリア形成促進プログラム」の文部科学大臣認定制度

専門学校

文部科学大臣

申請

認定要件等

都道府県知事等

推薦

認定

- 認 定 要 件 –

○ 修業年限が2年未満（専門課程又は特別の課程）
○ 対象とする職業に必要な実務に関する知識、技術及び技能を修得できる

教育課程
○ 企業等と連携体制を確保して、授業科目等の教育課程を編成
○ 企業等と連携する授業等が総時間数の５割以上
○ 社会人が受講しやすい工夫の整備
○ 試験等による受講者の成績評価を実施
○ 企業等と連携して、教員に対し、実務に関する研修を組織的に実施
○ 企業等と連携して、学校関係者評価と情報公開を実施

企業等との組織的連携 取組の可視化

平成２９年３月 「これからの専修学校教育の振興のあり方について」（報告）

【社会人受入れ】
④社会人学び直し促進の具体的展開
○ 専門学校による社会人等向け短期プログラムについて、現在の「職業実践専門課程」のように文部科学大臣が認定する仕組みを構築することはそ

の大きな後押しとなるところであり、働き方改革を実現する上でも、制度の創設は重要である。また、新たな仕組みにより認定された講座の専門
実践教育訓練給付の対象化についても、併せて検討が求められる。

平成３０年６月 第３期教育振興基本計画（閣議決定）第2部 今後5年間の教育政策の目標と施策群

抜粋３．生涯学び、活躍できる環境を整える

目標（12）職業に必要な知識やスキルを生涯を通じて身に付けるための社会人の学び直しの推進

○ 社会人が働きながら学べる学習環境の整備
・ 長期履修学生制度や履修証明制度の活用促進、複数の教育機関による単位の累積による学位授与の拡大に向けた検討や、大学・大学院や専門学校における社会
人等向け短期プログラムの大臣認定制度の創設を行うとともに、通信講座やe-ラーニングの積極的活用等による学び直し講座の開設等を促進することにより、時間的制約
の多い社会人でも学びやすい環境を整備する。

学修成果の可視化

【認定状況】(令和4年3月25日現在)
学校数13校：学科数17課程

(全て１年制専門課程)

分野別 工業 農業 医療 衛生
教育・

社会福祉

商業

実務

服飾・

家政

文化・

教養
計

合計 0 0 5 4 6 0 1 1 17



10

11

● 留学生
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学校種別・外国人留学生数推移

※「出入国管理及び難民認定法」の改正（平成21年7月15日公布）により、平成22年7月1日付けで在留資格「留学」「就学」が一本化されたことから、平成23年5月以降は日本語教育機関に在籍する
留学生も含めて計上している。

（出典）独立行政法人日本学生支援機構「外国人留学生在籍状況調査」
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112.8%11.6%

専門学校における留学生割合 大学（学部）における留学生割合

（N=607,029） （N=2,625,688）

出典：日本学生支援機構 「2022（令和3）年度外国人留学生在籍状況調査結果」
 文部科学省 「令和3年度学校基本調査」

38

専門学校における留学生の割合
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出典：
※１ 日本学生支援機構「令和元年度私費留学生生活実態調査」
※２ 日本学生支援機構「令和元年度留学生進路状況・学位授与状況調査」

区分

日本での就職を
希望する者の割合

（A)
※１

→

実際に日本で
就職した者の割合

（B)
※２

差
（A-B）

専門学校
留学生

69.9% → 39.2% 30.7%

39

日本での就職を希望する専門学校の留学生のうち、約３割が日本で就職できていない。

卒業生のうち日本に定着している者の割合等
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出典：日本学生支援機構 「外国人留学生在籍状況調査結果」

漢字圏及び非漢字圏における留学生数推移（専修学校専門課程）

国別留学生割合（専修学校専門課程）

40

専修学校専門課程における漢字圏及び非漢字圏の留学生数推移等
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● 高度専門士
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専門士・高度専門士について

修業年限２年以上の専門課程の学科数

7,446学科

専門士又は高度専門士
の称号が付与される学科数

7,284学科

(97.8%)

高度専門士の称号が
付与される学科数

472学科

(87.7%)

修業年限４年以上の専門課程の学科数

538学科

（令和３年３月現在）

（令和３年３月現在）

「専門士」の称号が付与される専門学校の要件

① 修業年限が２年以上

② 総授業時数が1,700時間（62単位）以上

③ 試験等により成績評価を行い、その評価に基づいて課程修了
の認定を行っていること

「高度専門士」の称号が付与される専門学校の要件

① 修業年限が４年以上

② 総授業時数が3,400時間（124単位）以上

③ 体系的に教育課程が編成されていること

④ 試験等により成績評価を行い、その評価に基づいて課程修了
の認定を行っていること
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110% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1991(平成3)年

2001(平成13)年

2011(平成23)年

2021(令和3)年

1年以上2年未満 2年以上3年未満 3年以上4年未満 4年以上

23.4%

14.2%

14.5%

43

専修学校の修業年限別学科数等の推移

2011年頃まで修業年限が長期化する傾向。他方、2011年以降は横ばいまたは減少。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1991(平成3)年

2001(平成13)年

2011(平成23)年

2021(令和3)年

1年以上2年未満 2年以上3年未満 3年以上4年未満 4年以上

15.5%

58.4%

61.6%

53.6%

53.5%

18.2%

24.3%

24.8%

24.6%

7.1%

6.3%

8.6%

6.0%

5.1%

4.1%

71.0%

61.6%

52.2%

53.2%

18.5%

27.7%

33.9%

33.7%

8.8%

9.0%

1.9%

4.6%

【専門学校の修業年限別学科数】

【専門学校の修業年限別生徒数】

出典：文部科学省 「学校基本調査」

※1991年、2001年については「4年以上」の項目なし

総学科数：8,443学科

総生徒数：607,029人
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・あん摩マッサージ指圧師

・はり師

・きゅう師

養成課程

（３年制）

・あん摩マッサージ指圧師

・はり師

・きゅう師

教員養成課程

（２年制）

養成施設における教員資格を取得するために、資格取得後に追加の学修が必要

養成施設における教員養成の事例

（あん摩マッサージ指圧師・はり師・きゅう師養成施設の例）

試験受験・
国家資格取得

資格保有が
入学要件

有資格者として
実習を実施

養成施設の
教員として活動

（修了） （修了）
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➢ １９８３年：ユネスコの下，バンコク（タイ）において前身の規約を採択。

➢ ２０１１年１１月：ユネスコの下，東京において開催された国際会議において，

本規約を採択。

背 景

主な内容

◆ 締約国は，資格の評定・承認の手続及び基準が公正かつ差別的で

ないものであることを確保する。（第３章）

◆ 締約国は，資格の内容に実質的な相違がない限り，下記①～③に

ついて，他の締約国が付与した高等教育の資格（含：オンライン学

習等による資格）を承認又は評定する。

①高等教育課程を受講するための要件（入学資格等）（第４章）

②部分的な修学（単位等）（第５章）

③高等教育の資格（学位等）（第６章）

◆ 各国は国内情報センターを設立し，情報を交換する。（第８章）

資格の相互承認の仕組み

Ａ国

国内情報センター

Ｂ国

国内情報センター

国内情報センター

情報共有
質の保証

課程の受講（入学資格等）
部分的修学の承認（単位等）
資格の承認（学位等）

実質的な相違がない限り，相互に承認（又は評定）

資格の承認がもたらし得るもの
・更なる高等教育を受ける機会
・学術上の称号の使用
・雇用の機会

➢ 締約国間で高等教育の資格の相互承認等を行うことにより，学生及び学者の

移動を容易にし，アジア太平洋地域における高等教育の質を改善する。

目 的

平成２９年１２月６日締結
平成３０年 ２月１日発効

高等教育の資格の承認に関するアジア太平洋地域規約 （通称：東京規約）

【参考】和文テキスト（訳文）：http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/shitu/1399120.htm ※文部科学省HP

原文：http://portal.unesco.org/en/ev.php-URL_ID=48975&URL_DO=DO_TOPIC&URL_SECTION=201.html ※ユネスコHP

高等教育の資格の承認に関するガイドライン：http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/shitu/1404607.htm ※文部科学省HP 46

https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwjg1p7y7pnXAhVLf7wKHT09Cw4QjRwIBw&url=https://pictogram-illustration.com/01-school/061-study-lesson.html&psig=AOvVaw0yEymoRVYrKGEZ7-h53ewY&ust=1509505110229406
https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwiq95ST85nXAhUIvrwKHYnUCjYQjRwIBw&url=https://illustimage.com/?gp%3D%E3%83%94%E3%82%AF%E3%83%88%E3%82%B0%E3%83%A9%E3%83%A0&psig=AOvVaw3QIYxFmRsakPxZ3A7e11YG&ust=1509506244262123
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwit4JnY6ZnXAhWEyLwKHXk6BroQjRwIBw&url=http://www.civillink.net/sozai/kakudai/sozai2648.html&psig=AOvVaw2wMvFxIJ-qnIXjC4faSNfS&ust=1509503713823737
http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/shitu/1399120.htm
http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/shitu/1404607.htm
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高等教育資格承認情報センター（NIC-Japan）

出典：2021年2月22日 東京規約とNIC、資格枠組みの国際的動向
令和2年度文部科学省委託事業 職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進成果報告会・セミナー
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● 専修学校関係概算要求

49



令和５年度 専修学校関係概算要求
（ ）は前年度予算額

専修学校への修学支援に資する取組

☆高等教育（私立専門学校分）の修学支援の着実な実施（内閣府計上）等

低所得世帯の真に支援が必要な子供に対する高等教育の負担軽減の実施に必要な経費

― 億円 （293億円）

― 億円（293億円）

専修学校の教育体制及び施設整備等に関する取組

☆私立学校施設整備費補助金

教育装置、学校施設等の耐震化、アスベスト対策等に係る経費のほか、太陽光発電の導入等

のエコ改修等の学校環境改善に係る経費を補助

10.2億円 （3億円）

☆私立大学等研究設備整備費等補助金

新型コロナウイルス感染症等対策を講じながら、授業を実施する際に必要な情報処理関係設備

の整備に係る経費を補助

4.2億円 （2億円）

14億円 （5億円）

○高校生等奨学給付金（内数） 162億円（ 151億円）

○日本学生支援機構の奨学金事業（内数）

※貸与型無利子奨学金（一般会計）分

― 億円（ 1,015億円）

○高等学校等就学支援金交付金（内数） 4,114億円（ 4,114億円）

○国費外国人留学生制度（内数） 184億円（ 184億円）

その他関係予算

【質保証・向上】

☆職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進

専修学校における研修プログラム開発や研修体制づくり等による教育体制の充実を図るとともに、
先進モデルの開発等による職業実践専門課程の充実に向けた取組や教学マネジメントの強化の推
進等を通じて、職業教育の充実及び専修学校の質保証・向上を図る。

1.4億円 （1.4億円）

☆専修学校と地域の連携深化による職業教育魅力発信力強化事業

専門学校や高等専修学校が担う職業教育等の魅力発信力を強化するため、効果的な情報発
信の在り方について検討・検証を行う。

0.4億円 （0.4億円） （注）四捨五入の関係で、係数は合計と一致しない。

専修学校教育の振興に資する取組

【人材養成機能の向上】

☆専門職業人材の最新技能アップデートのための専修学校リカレント教育推進事業

専修学校と企業・業界団体等が連携し、各職業分野において受講者の知識・スキルを最新のも
のにアップデートできるリカレント教育のコンテンツを作成するとともに、業界団体を通じて教育コンテン
ツの情報提供を行う体制を作るモデルを構築する。

4.0億円 （新 規）

☆専修学校留学生の学びの支援推進事業

新型コロナウイルス感染症の影響下で留学生が渡日できない状況にあっても、質の高い学びを開
始・継続可能な専修学校留学生の総合的受入れモデルの構築。

1.7億円 （1.7億円）

☆専修学校における先端技術利活用実証研究

産学が連携し、実践的な職業教育を支える実習授業等において、新型コロナウイルス感染症の
影響下等、遠隔教育をソフト面から支えるモデルを開発し、新たな教育手法の普及促進を図る。

3.4億円 （6.9億円）

☆専修学校による地域産業中核的人材養成事業

中長期的に必要となる専門的職業人材の養成に係る新たな教育モデルの構築等を進めるととも
に、地域特性に応じた職業人材養成モデルの開発を行う。

12.0億円 （9.8億円）

・学びのセーフティネット機能の充実強化 / ・専門学校と高等学校の有機的連携プログラムの開発・実証

・専修学校と業界団体等との連携によるDX人材養成プログラム

23億円 （21億円）

50

※ このほか、専修学校における新型コロナウイルス感染症対策に係る経費を事項要求。

新規

（注）予算額が「－」のものは事項要求。

拡充
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